複合契約と錯誤 : 錯誤論を通じた複合契約論の考察 by 都筑 満雄


































































































































































































12月日日金法 1063号 40頁(空クレジツト)，②東京地判昭和 59年 7丹20
日金判 716号 26頁(主主リース)，③仙台高判昭和 60年 12月9自判時 1186
66頁(空リース，空売り )14)，④東京高判昭和 62年 l月 20日判タ 650号
176頁(空売り)，⑤大阪地判平成元年 3月 10日判時 1345号 100頁(空売
り)15)，⑥東京地判平成 2年 5月 16日判時 1363号98頁(安リース)16)，⑦東

























(2) これに対して，肯定裁判例には，⑧大阪高判昭和 56年 10月29日
判時 1037号 118頁(空売り )18)，⑨東京地判昭和 61年 5月8日判タ 650号
179貰(安売り，④の原審判決)，⑮広島高判平成5年 6月 11日判タ 835号

























































4 最高裁平成 14年 7月11日判決について
(1 ) 以上のように錯誤無効如何をめぐり下級審裁判例が分裂し，学説が
対立している中で，最高裁としてこれを肯定する判断を行なったのが⑬最

















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































錯誤(l) ~(5)J 銀行 556 号 4 頁以下， 557号34夏以下， 558号 40][以下， 559号
46 ][以下， 561号 40頁以下や吉岡伸一J空リース・空クレジット等に関する保証契
約と要素の錯誤についてJ法時76巻7号 120夏以下等を参照した。
13) これら裁判例については，最判平成 14年の判例評釈を中心に様々な文献が著され
ているが，特に，大中有信「最ー判平成 14年7月1日判批」金判 1168号 59頁以
下や高森八四郎・野口大作「主主クレジット契約.~リース契約における連帯保吉正人
の錯誤j関法53巻4・5号 147][以下，松本位雄「最ー判平成 14年7月 1日'fU
145 
lJtJ NBL757号 68頁以下，寺川永「最一事j平成 14年 7月11日判批」大阪府立大学
経済研究48巻2号 159頁以下を参照した。なおこのうち前三者には裁判例の一覧が
ある。
14) 本判決の評釈として橋本員・伊藤進「判批J法時 59巻 3号 104頁以下を参照し
た。
15) 評釈として，野口恵三 f判批JNBL 453号56頁以下および神作裕之「判批」
ジュリ 1034号 142頁以下を参照。




19) 評釈として，野口恵三「判長tJNBL 545号 48頁以下を参照した。
20) 評釈，解説として，大西武士「判批J金判 1052号 53頁以下や庄政志昨日批j判
評471号 29頁以下，小久保孝雄「判商事j判タ 1005号36頁以下"e参照。
21) 例えば中野・前掲注 10)23 J[参照。なお論者は同じく否定説の中でも裁判例①の
ように保証の附従伎の適用による方がよいとしている。









て，野村豊弘「判批j判例セレクト 2002年 16頁，古積健三郎「判批Jj去セ 578号
108支，中会主主樹「半ぬ七j法教 270号 114]主以下，松本・前掲注目)66頁以下，寺
川・前掲注 13)153頁以下， 11岡真治「判批J帝塚山法学8号 71頁以下，尾島茂樹
「判批J平成 14年度震判解61夏以下，大中・前掲注(13)57頁以下，大西武士
「判批J判タ 1123号 55頁以下，松本恒雄「判批j金法 1684号 45頁以下，宮本健蔵
「判批J判評535号 10夏以下，野村豊弘「判批Jリマークス 2004上 14頁以下，伊
藤譲二「判批J判タ 1154号 24頁以下，新堂明子「判長tJ北法 55巻2号 309頁以
下，木村真生子「料批」ジュリ 1284号 144頁以下，野口大作「判批J法待 76巻 8




















34) 本判決について， このような理解をなすのは，大中・前掲注 13)61 N以下や鹿野P




子「最ー判平成元年9月 14日判批jジュリ 956号 112頁以下，同「大阪高判平成2
年6月21日判批jジュリ 994号 99頁以下等である。
















































49) 松本・前掲注 29)48頁および新堂・前掲注 29)317頁。
50) 錯誤の学説状況については特に，中松綾子「錯誤」星野英ーほか編『民法議座第
l 巻~ (有斐閣 1984年)387夏以下や山本敬三『民法講義 I総則〔第 2版H(有斐
148 
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隠 2005年) 161 頁以下，大村敦志『民法読解総長日編~ (有斐閣 2009年)318頁以
下等を参照した。
51) 磯村保「錯誤の問題」林良平ほか編『ハンドプ‘ツク民法 U(有信堂 1987年)41 
賞以下等を参照。









56) 森田宏樹 fr合意の椴統」の構造とその拡張理論 (l)JNBL482号 25頁以下。な
お31I時，コーズ論の中でも特に 20世紀後半に現れたいわゆるコーズカテコリーク論
に注目して，コーズ論史を詳絡に分析し，錯誤における要素判断枠級みをケ考察す
る，竹中情人「契約の成立とコーズ(ー)~(八・完)J法協 126巻 12号 1頁以下，
127巻 1号 1頁以下， 127巻2号 11'![以下， 127巻 3号 l夏以下， 127巻4号 82頁以
下， 127巻 5号 11'![以下， 127巻6号 37頁以下， 127巻 7考 1頁以下が現れている。
57) 鹿野・前掲注 34)151頁以下。なおこれについて，須国威主主「動機錯誤の類型的



























































近の裁判例に見る変額保険訴訟の到達点(l)~(3)J NBL 779号 30][以下， 781号
60頁以下， 784号 59頁以下，)11地・前掲注68)181頁以下，須問・前掲浅 57)61頁
以下等を参照した。また特に錯誤無効如何をめぐる裁判例を務理したものとして，
大村敦志「東京地判平成6年 5月30日判批j会法 1428号 68頁以下や石原全「東京
地判平成8年 7月30日半日批j金判 1034号 46][以下等を参照した。
71) 藤容が法人であって，相続税対策としてではなくもっぱら投機図的で変額保険に
加入した例として，東京地判平成 5年 2月 10日判タ 816号 214頁や東京地判王子成 7
年 2月20臼金法 1417号 61頁，言言山地半U王子成8年 6月19日金法 1465号 110頁など
がある。
72) 東京地半UOf成7年 8月25臼判タ 911号 172頁。
73) 東京地半U平成7年 9月25日判タ 925号 233頁。
74) 東京地判平成 8年 2月21B判時 1587号82][0 
75) 東京地判平成 8年 9月27B判タ 924号 193支。
76) その他保険契約または融資契約の錯誤無効を否定した裁判例として，東京地判平
成 6年 3月 15臼判タ 854号 74頁や東京地判平成7年 1月 27日金法 1420号 37頁な
どが挙げられる。
77) 本判決の評釈として，鈴木深雪「判批jジュリ 1073号 328頁以下や大村・前掲注
70) 68頁以下，古川純「判批j判タ 882号 90頁以下，石隊全「判批J平成6年度重
判解 110賞以下，j:番阿窓「判社uシ、ユリ 1125号 141頁以下を参照した。
78) 大村・前掲注 70)68頁参照。
79) 松岡・前掲注 70)21頁参照。







82) 本判決の評釈である瀬見佳男 f'fU批JNBL 743号10][以下(のち同『契約法理
の現代化』所収)は，変額保倹が相続税対策商品として適格伎を欠くことを明示し
た点、に本判決の最大の特徴があったとしている。
83) 本判決の評釈，解説として，角田美穂子「判長u法セ 601号 120頁や石田剛「判
151 
批J判タ 1166号 98頁以下，山崎緩ー「半'U批J判タ 1178号80頁以下，黒木松男











































































107) 例えば，加藤雅{言『新民法大系 I民法総則〔第2版H(有斐筒 2005年)271頁以
下や黒田喜重 f契約目的の到達不能についてj愛学26巻 2号 78頁以下，内国主塁









110) 法の発展にとってのコース論の意義，役割lについては，特に小粥・前掲注 106)129 
頁以下を参照。



















































125) 滝沢・前掲注 123)39頁は， I要素jの主主件が元来契約類型から客観的に定まる重
安部分を念頭にしていたようにも環解できるとし，これが「因果性jに尽きるもの
であるかはなお検討会要するとする。
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